
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
[財政力指数]
近年、財政力指数は上昇傾向（15年度0.90、14年度0.88）にありますが、県から移譲された仕事を含めた『大都市の行政需要』に見合う十分な税源が移
譲されていないことから、国からの移転財源である普通交付税の交付団体（財政力指数が１を超えると不交付団体）となっており、今後は、国・県からの
税源移譲を進める必要があります。
[経常収支比率]
本市の経常収支比率は近年80％台で推移し、平成14年度は公債費充当分が増加したこともあり89.4％となりました。平成15年度で88.4％と若干減少し
ましたが、平成16年度では公債費が減となったものの、広義の地方交付税の減に伴う、経常一般財源（歳入）が154億円減少したため、前年度に比べ
1.4ポイント増の89.8％となりました。
[起債制限比率]
平成９年度から、一般会計市債（減税補てん債・臨時財政対策債等を除く）の計画的な発行抑制を行っていることもあり、 類似団体平均をやや下回って
います。
なお、平成１６年度からは、一般会計の全ての市債と、特別会計・企業会計を含めた市債発行抑制を行っています。
[人口一人あたり地方債現在高]
平成９年度から、市債発行抑制を行っていることもあり、類似団体平均を下回っています。
なお、一般会計市債残高は平成１７年度に対前年度比で減少する見込みです。
[ラスパイレス指数]
本市のラスパイレス指数は、政令指定都市14市の中では７番目に低い水準にあります。
なお、ラスパイレス指数には反映しませんが、平成18年度からは、政令指定都市で初となる従来から支給している特殊勤務手当は原則廃止を行い、約
１０億円の人件費の削減を行うなど、人件費の削減に努めています。
[人口1,000人当たりの職員数]
平成17年4月現在の本市の人口1,000人あたり職員数（普通会計）は、類似団体内で最少となっています。　本市の行政改革プランである「新時代行政プ
ラン・アクションプラン」において、15年度から18年度までの４年間で職員定数を約▲2,100人削減することを目標に掲げています。18年度には▲814人の
削減を行うことにより、計画期間の４か年合計で▲2,633人の削減となり、目標を533人上回る結果となりました。　今後も引続き適正な職員定数の管理
に努めます。


